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人手不足の状況やICTの進展を踏まえ、本人確認の方法等が見直されます。

令和７年４月１日からフロント要件が変わります！
～「旅館業における衛生等管理要領」が改正されました～

（１）ビデオカメラ等での従業員による本人確認

【新】（２）自動チェックイン機器等を通じた情報の照合による本人確認

1

日本に住所を有しない外国人の旅券の保存は、自動チェック

イン機器等による電子的な保存を含むことを明確にしました。

2

地方自治体及び旅館業の営業者の皆様へ

※上記は主な改正事項です。具体的な改正内容は裏面をご覧ください。

【本人確認】
①ビデオカメラ等により、宿泊者の本人
確認を常時鮮明な画像により実施

宿泊者の顔及び旅券が画像により鮮明
に確認できる

【本人確認】
①（略）

②自動チェックイン機器等を通じた本人
情報（氏名、住所、連絡先等）の確
認・照合

自動チェックインの状況を顔を判別で
きる角度で録画

【防犯対策】
①ビデオカメラ等により、出入りの状況
の確認を常時鮮明な画像により実施

【防犯対策】
①（略）

②自動チェックイン機器等による本人確
認を受けた者に交付した鍵がなければ
宿泊者専用区域に出入りできない構造

出入りの状況を顔を判別できる角度で
録画

従来（従業員との面接必要） 今後（②は従業員との面接不要）

改正後は（１）又は（２）を選択可能

フロント対面による本人確認の代替方法に新類型を追加しました。

＋

＋

＋

※地方自治体によっては、条例等の改正が必要な場合があるので、営業者の皆様におかれてはご留意ください。



現行 改正案

Ⅱ 施設設備

第１ 旅館・ホテル営業の施設設備の基準

８善良風俗の保持上、宿泊しようとする者との面接に適し、次の(1)

～(4)までの要件を満たす構造設備の玄関帳場又はフロントを有す

ること。ただし、(5)の要件を満たす場合は、玄関帳場又はフロント

に代替する機能を有する設備を備えているものとして、玄関帳場又

はフロントを設置しないことができること。

(1)～(4) （略）

(5) 次の全ての要件を満たし、宿泊者の安全や利便性の確保がで

きていること。

1) 事故が発生したときその他の緊急時における迅速な対応の

ための体制が整備されていること。緊急時に対応できる体制

については、宿泊者の緊急を要する状況に対し、その求めに

応じて、通常おおむね10分程度で職員等が駆けつけることが

できる体制を想定しているものであること。

2) 営業者自らが設置したビデオカメラ等により、宿泊者の本人

確認や出入りの状況の確認を常時鮮明な画像により実施す

ること。

3） 鍵の受渡しを適切に行うこと。

Ⅱ 施設設備

第１ 旅館・ホテル営業の施設設備の基準

８善良風俗の保持上、宿泊しようとする者との面接に適し、次の(1)

～(4)までの要件を満たす構造設備の玄関帳場又はフロントを有

すること。ただし、(5)の要件を満たす場合は、玄関帳場又はフロ

ントに代替する機能を有する設備を備えているものとして、玄関帳

場又はフロントを設置しないことができること。

(1)～(4) （略）

(5) 次の全ての要件を満たし、宿泊者の安全や利便性の確保がで

きていること。

1) 事故が発生したとき、宿泊者専用区域（客室その他の専ら宿

泊者の利用に供する区域をいう。以下同じ。）に無断侵入す

る者がいるときその他の緊急時における迅速な対応のため

の体制が整備されていること。緊急時に対応できる体制につ

いては、宿泊者の緊急を要する状況に対し、その求めに応じ

て、通常おおむね10分程度で職員等が駆けつけることがで

きる体制を想定しているものであること。

2) 次の①又は②のいずれかの方法により宿泊者の本人確認

や宿泊者以外の出入りの状況の確認を実施すること。

① 営業者自らが設置したビデオカメラ等を用いて、常時鮮

明な画像により実施すること。

② Ⅴ４の2)の要件に該当するICTを活用した方法により本

人確認を実施するとともに、本人確認を受けた者に交付し

た鍵がなければ宿泊者専用区域に無断で出入りできない

こととしつつ、宿泊者専用区域に入ろうとする者の出入り

の状況について、当該者の顔を判別できる角度で、防犯

のために営業者自らが設置したビデオカメラ等により鮮明

な画像で録画して、宿泊者専用区域に無断侵入する者が

いるときその他の必要なときに録画した画像の確認を実

施すること。

3） 鍵の受渡しを適切に行うこと。

Ⅴ 宿泊者名簿

１～３ （略）

４ 宿泊者名簿の正確な記載を確保するための措置として、本人確認

を行うこと。具体的には、対面又は対面と同等の手段として以下の

いずれの要件にも該当するICTを活用した方法等により行うこと。

１）宿泊者の顔及び旅券が画像により鮮明に確認できること。

2) 当該画像が施設の近傍から発信されていることを確認できるこ

と。当該方法の例としては、施設等に備え付けたテレビ電話やタ

ブレット端末等による方法が考えられる。

５ 日本国内に住所を有しない外国人宿泊者に関しては、宿泊者名

簿の国籍及び旅券番号欄への記載を徹底し、旅券の呈示を求め

るとともに、旅券の写しを宿泊者名簿とともに保存すること。なお、

旅券の写しの保存により、当該宿泊者に対する宿泊者名簿の氏

名、国籍及び旅券番号の欄への記載を代替しても差し支えないこ

と。

Ⅴ 宿泊者名簿

１～３ （略）

４ 宿泊者名簿の正確な記載を確保するための措置として、本人確

認を行うこと。具体的には、対面又は対面と同等の手段として以

下1)又は2)のいずれかの要件に該当するICTを活用した方法等

により行うこと。

1) ①宿泊しようとする者の顔及び旅券が鮮明な画像により確認で

き、②当該画像が施設の近傍から発信されていることを確認でき

ること。②の方法の例としては、施設等に備え付けたテレビ電話

やタブレット端末等による方法が考えられる。

2)営業者と宿泊しようとする者が氏名、住所、連絡先その他本人

確認に必要な情報（以下「本人確認情報」という。）及び営業者の

発行する二次元コードや暗証番号等（以下「事前共有情報」）とい

う。）を事前に共有した上で、宿泊しようとする者本人が施設の自

動チェックイン機器等に示した事前共有情報及び本人確認情報

と、営業者の保有する事前共有情報及び本人確認情報を照合す

ることができること。その際、本人確認の状況について、宿泊しよ

うとする者の顔を判別できる角度で、防犯のために営業者自らが

設置したビデオカメラ等により鮮明な画像で録画し、必要時に確

認できること。この場合において、営業者は、宿泊しようとする者

が自動チェックイン機器等の操作について問合わせができるよう

な設備や体制を確保すること。

５ 日本国内に住所を有しない外国人宿泊者に関しては、宿泊者

名簿の国籍及び旅券番号欄への記載を徹底し、旅券の呈示を

求めるとともに、旅券の写しを宿泊者名簿とともに保存（自動

チェックイン機器等による電子的な保存を含む。）すること。なお、

旅券の写しの保存により、当該宿泊者に対する宿泊者名簿の氏

名、国籍及び旅券番号の欄への記載を代替しても差し支えない

こと。

○旅館業における衛生等管理要領（平成12年12月15日生衛発第1811号厚生省生活衛生局長通知）
改正日：令和７年３月11日、施行日：令和７年４月１日
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